
令和３年１月８日

行事又は

事業の概要

国は成長戦略の柱のひとつとしてデジタル庁の創設と同時に行政

のデジタル化を推進するとしています。

砺波市においても更なるデジタルトランスフォーメーションの推

進を目指し、国の外郭団体である地方公共団体情報システム機構（Ｊ

－ＬＩＳ）及び独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）が実施する

自治体テレワーク推進実証実験事業に参加し、１月１２日より１０台

の新しいテレワーク環境を運用開始します。

本事業への参加により、これまで総務省の指針により自治体テレワ

ークではインターネット接続できない専用の閉域通信回線が必要で

したが、本事業により提供されるテレワークシステムは通常のインタ

ーネット回線経由で安全に利用することが可能となっています。

これにより新型コロナウィルス感染症や災害へのより柔軟な対応が

可能となると同時に、子育てや介護などワークライフバランスへの対

応を進め、職員が場所にとらわれずに能力を発揮できる効率的な働き

方を推進するものです。

自治体が使用するＬＧＷＡＮ系のネットワークにおけるテレワー

クの運用については、機密情報も含まれるため、これまではインター

ネットに接続しない専用の閉域通信回線での接続のみ認められてい

ました。しかし、

①閉域通信回線は特別な契約で、費用が高額であること

②閉域通信回線は接続速度が一般のインターネット回線に比べ低速

であること

という問題があり、これが自治体のテレワーク普及を妨げる一因にな

っていました。今回の実証事業では、この制限をなくしたうえで、安

全に利用できる環境を構築しその安全性を実証し、テレワークのいっ

そうの普及につなげる狙いがあり、本市もこの事業によりＤＸ推進と

働き方改革を推進します。

特記事項

本事業は、Ｊ－ＬＩＳ及びＩＰＡが共同で実施するもので、総務省

から示されたセキュリティ対策などの技術要件を満たした安全なテ

レワークシステムが無償で提供されます。

全国の自治体を対象に３４，０００台規模の実証実験を行うもの

で、事業期間は令和３年度末までとなっています。本県で採択された

のは当市を含め４団体で、実証事業終了後は、有償での提供となる予

定です。
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